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令和３年（ワ）第７６４５号 「結婚の自由をすべての人に」訴訟事件 

原告 山縣真矢 外７名 

被告 国  

 

証 拠 説 明 書 １４（甲Ａ号証） 

 

                  ２０２３（令和５）年１月１９日 

 

東京地方裁判所民事第４４部甲合議１Ａ係 御中  

 

              原告ら訴訟代理人 

弁護士  上 杉 祟 子 

同   寺 原 真希子 

ほか 

 

号証

（甲） 

標 目 

（原本・写しの別） 

作 成 

年月日 

作成者 立 証 趣 旨 

甲Ａ 

３４４ 

高橋和之「立憲主義と日本

国憲法 第５版」抄本（８

７〜８８頁） 

写し ２０２０年

４月 

高橋和之 憲法の規定する人権のうち「内容

形成型人権」の具体的内容には、

憲法上想定された核心部分と法

律による具体化に委ねられた部

分があり、核心部分については裁

判所が解釈により確定し、その部

分が制限されている場合は内容

確定型人権と同様にその制限が

正当化されるか否かが審査され

るべきこと 
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甲Ａ 

３４５ 

「救済を視野に入れた憲

法上の実体的な権利の構

成－同性婚訴訟を手掛か

りとして」（法律時報９４

巻２号１１７～１２２頁） 

写し ２０２２年

１月 

巻美矢紀 （本書証は、本件訴訟を例に、「制

度を前提とする権利」に関わる法

律の憲法適合性審査、法律が違憲

となるとされた場合の救済方法

が、憲法解釈によって明らかにさ

れうることを論じた論文である） 

 

・法制度を前提とする権利であっ

ても、制度の「憲法上想定された

核心的部分」、「憲法が想定する標

準的制度形態」を憲法解釈によっ

て特定することができ、その場合

は自由権等と同様の違憲審査が

なされるべきであること（１１８

頁～１１９頁） 

・「制度へのアクセス」自体の制約

と「制度の具体化」の問題は区別

され、憲法上の権利である以上、

制度へのアクセスの保障は「憲法

上想定された核心部分の中のも

っとも核となる部分」であり「立

法裁量以前の問題」と考えるべき

こと。最高裁も、選挙権に関し、

アクセスに対する制約について

は、厳格に判断していること（１

１９頁）。 

・特定の時代と場所において、婚

姻制度の「憲法上想定された核心

的部分」を特定することが可能で

あり（１２０頁）、婚姻が当事者間

の合意のみによって成立するこ

とは「婚姻制度の中核をなすも

の」であり「婚姻の権利の核心部

分」であること。よって国家は原

則として侵害しえず、これに対す

る制約は、婚姻の自由の直接的制

約として、厳格な審査が求められ

ること（１２１頁）。 

・偏見を排除し国民の広範な承認

のために同性婚を認めるべきこ

と（１２２頁）。 
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・配偶者の選択はきわめて人格性

の強いことがらであり配偶者選

択の自由は結婚の権利の中核部

分であるから、所謂「同性婚」の

立法不作為は、法律婚の権利の中

核部分に対する直接的制約であ

るうえ、一定の範囲の性的マイノ

リティーについて、婚姻制度への

アクセスを永久に制限すること

ともなるので、厳格な審査基準が

求められること（１２２頁）。 

甲Ａ 

３４６ 

TKC ローライブラリー 

新・判例解説 Watch◆憲法

No.195 

写 ２０２２年 

２月４日 

土井真一 （本書証は、京都大学の憲法学者

である土井真一教授による、令和

３年の夫婦別姓訴訟大法廷判決

（最大判令和３年６月２３日判

時１７７０号３頁）の評釈であ

る） 

憲法２４条２項による立法府へ

の統制の厳格さの程度は、同条が

対象とする事項や捕捉する権利・

利益が多岐にわたることから、問

題となる事項や権利・利益の内

容・性質等に照らして具体的に設

定されるべきこと 

以上 


